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2017年度 2018年度 2019年度 2020年度（見込み）
業況 15.8 4.1 4.0 △21.6
売上高 26.2 11.6 5.6 △6.4
経常利益 11.0 △4.1 △4.8 △14.4












































業況感 売上高 経常利益 資金繰り 業況感 売上高 経常利益 資金繰り
建設業 23.8 42.9 28.6 28.6 △19.0 9.5 △4.8 14.3
製造業 △23.1 △7.7 △30.8 △30.8 △61.5 △23.1 △15.4 △ -30.8
流通・商業 △5.0 △35.0 △20.0 0.0 △25.0 △25.0 △20.0 10.0
サービス業 5.3 7.0 △10.5 10.5 △10.5 △1.8 △17.5 △8.8
その他 7.1 14.3 14.3 7.1 △28.6 △7.1 △7.1 7.1
図表２：業種ごとの業況・業績に関するＤＩ値の推移
2017年調査分 2018年調査分
業況感 売上高 経常利益 資金繰り 業況感 売上高 経常利益 資金繰り
建設業 28.0 28.0 0.0 32.0 36.0 48.0 16.7 24.0
製造業 5.3 21.1 0.0 △5.3 15.8 10.5 △5.3 △15.8
流通・商業 26.1 39.1 21.7 34.8 △26.1 △13.0 △21.7 17.4
サービス業 13.6 25.8 18.2 16.7 0.0 9.0 △3.0 9.0












































策定 66.9% 58.9% 48.4%
未策定 23.4% 25.8% 29.0%






































策定済 策定中 策定予定 予定なし 無回答 合計
建設業 28.6% 4.8% 42.9% 14.3% 9.5% 100.0%
製造業 7.7% 15.4% 53.8% 23.1% 0.0% 100.0%
流通・商業 5.0% 10.0% 60.0% 25.0% 0.0% 100.0%
サービス業 14.0% 26.3% 31.6% 26.3% 1.8% 100.0%
















































































































































































































































































































































































































































































　前項までで，LCP と CCP の概念を説明した。
BCP も含めて，改めてそれぞれの構成要件を
整理すると次のようになる（図表18）。
　BCP・LCP・CCP の３つの事業継続計画を
連携させながら，災害発生後の事業継続に役立
たせるためには，それぞれの計画に関する優先
順位や対応順が必要である。
項目 内　　　　　訳
LCP
事業主の生活を維持する住宅や家族と従業員家族の生活維持を中心とした LCP
【家族及び従業員家族へ必要な生活継続対応策の協議と共助対応の検討】
LCP の対象となる範囲の確定（家族・従業員家族の継続範囲の検討）
LCP で継続に必要な業務内容の検討
被災状況の入手
リーダーの選任
生活継続に必要な衣食住の確認
継続から復旧・復興までの時間の計測
継続に必要な経費の算定
継続に必要な人材の対応
BCP
企業運営の中核とした製造・サービス提供等の事業の継続を目的とする BCP
【ボトルネック事業の特定】
自社設備等事業継続可能性の調査
BCP 発令の確認
被災状況の調査
関係者全員の被災調査
出勤可能性従業員の確認
事業継続実施計画の策定
継続から復旧・復興までの時間の計測
継続に必要な経費の算定
継続に必要な人材の対応
CCP
企業運営での流通や情報交換等を目的として，加入する組織あるいは，社屋等の設置個所の周
辺住民との交流等と事業主の個人的なネットワークの同窓会や子供が通学する学校のＰＴＡ，
更に，業務上や政治信条上支持する政党や政治家団体等の CCP
【インシデントで被災した情報ネットワークの継続に関する継続計画】
コミュニティの対象となる組織（原材料購入先・納品等）の被災状況確認（情報の取得）
コミュニティ維持を目的とした自社からの共助を目的とした「CCP」の発令
関係団体別の被災状況調査
継続に必要な対応策の調査・実施
継続から復旧・復興までの時間の計測
継続に必要な経費の算定
【自治会やロータリ・ライオンズクラブ等の公益団体への事業継続支援】
事業継続は CCP の中に被災後の継続を応援する上で必要な人的支援や資材等を掲載し，団体
等の継続支援を計画する。
図表18：LCP/BCP/CCPの構成要件
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熊本地震後のBCP策定動向とその課題克服にむけて
　特に，災害発生後，被災状況の確認作業と人
的被災確認及び事業継続が可能な従業員の確保
等を完了し，BCP の発令となる。この際，第
１に BCP を発令し，生産や営業などの業務を
再開になれば，業務を優先した事業継続となる。
仮に，LCP を発令すれば，経営者・従業員の
生活（衣食住と家族の避難等）が優先する。当然，
BCP による業務継続の開始に時間を要する。
３つの計画開始時期の優先順位によっては，事
業継続の対応が全く異なることが予測される。
　そこで，各々３つの計画の優先順位を変えた
場合の状況について論じたい。図表19を確認い
ただきたい，パターンＡは BCP を基礎とした
計画であり，パターンＢは LCP を基礎とした
計画であり，パターンＣは CCP を基礎にした
想定である。
　パターンＡからパターンＣまでの３パターン
に関する相違点に関し，下記のとおり説明をす
る。
◦パターンＡ：業務を優先する BCP を基礎に，
コミュニティ・生活を支える BCP を策定す
る。メリットは従来型の CCP・LCP にコミュ
ニティ＋生活を兼ねた計画で事業をベースと
しており，事業継続計画の構成に関する理解
が容易である。一方，デメリットとして，中
小零細企業の BCP の普及等を検討する上で，
事業中心となり，事業規模の小さい企業には
必要性が失われる可能性がある。
◦パターンＢ：中小企業経営者に多い，職住接
近型の企業を前提にしており，事業継続の中
核を経営者や従業員の生活に置き，被災後の
生活維持の継続を基盤として，その後に事業
パターンＡ
パターンＢ
パターンＣ
ライフ（ＬＣＰ）
コミュニティ（ＣＣＰ）
ビジネス（ＢＣＰ）
ビジネス（ＢＣＰ）
ライフ（ＬＣＰ）
コミュニティ（ＣＣＰ）
コミュニティ（ＣＣＰ）
ビジネス（ＢＣＰ）
ライフ（ＬＣＰ）
図表19：LCP/BCP/CCPのパターン
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コミュニティの順に事業を継続する。メリッ
トは中小・零細企業が経営者の自宅兼社屋・
工場となっており，インシデント後に生活優
先の継続が優先されることで生活基盤型の事
業継続となり，比較的理解が容易であること。
デメリットとして，従来型の BCP が生産や
営業等の事業継続と捉えており，生活重視と
なれば社会からの理解を得にくい可能性があ
る。
◦パターンＣ：インシデント時の事業継続の主
体をサプラチェーンの継続や同業者間の相互
扶助に置き，継続の推移を確認しながら，事
業・生活の継続を行う。メリットとして流通
の基礎「サプラチェーン」の事業継続にポイ
ントを置いた対策で，復旧等の状況による事
業復旧や日常生活の調整が可能である。デメ
リットはコミュニティを中心とした事継続計
画に不慣れで，計画が広範囲に広がりすぎれ
ば実効性の低い計画に陥る可能性がある。
４．まとめと今後の課題
　本稿では，熊本地震後の中小企業の復旧状況
の一端を理解するために，熊本同友会に対する
継続調査の結果について要約した。全体として
は，2017年度をピークに復興需要があったが，
業種によってばらつきがあることが明らかと
なった。
　また，中小企業の BCP の策定状況を確認し，
BCP の策定についての関心が高まっているこ
とが明らかとなった。また，BCP の要素の一
部については実践されているが，具体的な目標
設定や，緊急時の資金繰り，組織内への浸透に
ついては十分に実践されていない項目があるこ
とも明らかになった。
　そして，中小企業に BCP が普及しない要因
を概観したうえで，生活単位と事業単位，そし
てコミュニティ単位で継続計画を考える LCP/
BCP/CCP 構想を提起し，考察した。
　今回は，コンセプトレベルでの提起であり，
今後は実際の具体例から検討をおこない，コン
セプトをさらにブラッシュアップさせることで，
BCP の定着につながる可能性があると考える。
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